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平成２６年度「第二次東大阪市ひとり親家庭自立促進計画」の 

事業実施状況について 

 本市では、ひとり親家庭の増加や地域の実情を踏まえ、平成１８年３月に「東大阪市ひとり親家庭自立促

進計画」を策定し、ひとり親家庭への支援を進めてまいりました。第一次計画の評価を踏まえ、これからも

ひとり親家庭の自立支援を的確に、総合的に推進していくため、平成２３年度から５年間の「第二次東大阪

市ひとり親家庭自立促進計画」を策定いたしました。本計画は、「就業の支援」「子育てや生活面の支援」「養

育費確保の促進」「経済的な支援」「相談機能や情報提供の充実」「母子寡婦福祉団体等との連携強化」の６

つを施策の柱とし、施策の内容を充実させ、関係機関と連携を図りながら、東大阪市におけるひとり親家庭

の自立支援を計画的に進めています。この度、平成２６年度について各事業の実施状況の主なものについて

公表します。 

１．計画の基本目標 

基本目標 ひとり親家庭の一人ひとりが安心して暮らせ、子育ての喜びが実感できるまち

基本的な姿勢 

・きめ細やかな福祉サービスを提供し、ひとり親家庭の自立を支援するしくみ

づくりを進めます。 

・ひとり親家庭の子どもが安心して、自分らしくいられるよう、生活環境を整

備します。 

・ひとり親家庭であることが不利にならない社会を実現するため、社会に働き

かけます。 

施策の基本的な 

方向 

(1) 就業の支援 

 ①安定した就業に向けた能力の開発 

 ②ひとり親家庭の母親、父親、寡婦の雇入れの促進 

 ③就業の促進に対する総合的サポートの推進 

(2) 子育てや生活面の支援 

 ①保育サービスの充実 

 ②家庭での養育を支えるサービスの充実 

 ③子ども自身へのサポート 

 ④母子生活支援施設を利用した生活支援、自立支援の充実 

 ⑤住宅の確保に向けた支援の充実 

(3) 養育費確保の促進 

 ①養育費の取り決めの推進 

 ②養育費に関する啓発の推進 

(4) 経済的な支援 

 ①基本的な生活への支援 

 ②生活の向上と安定のための貸付 

 ③各種経済的支援策に関する情報提供の充実 
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(5) 相談機能や情報提供の充実 

 ①情報提供の充実 

 ②相談機能の充実と連携 

 ③相談にあたる者の資質の確保とその向上 

(6) 母子寡婦福祉団体等との連携強化 

 ①母子寡婦福祉団体との連携強化、団体活動への支援 

 ②関係機関の連携 

 ③当事者間の交流への支援 

２． 主な事業の実績 

計画の第４章具体的な自立支援プログラム、２具体的施策の方向に掲載されている、ひとり親家庭自

立促進に関する実施事業の主な実績を紹介します。 

１）就業の支援 

 ①安定した就業に向けた能力の開発 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

母子家庭等就業 

・自立支援センタ

ー事業の推進 

仕事と子育てとの両立支援が総

合的に進められるよう、大阪府と

共同して実施している「母子家庭

等就業・自立支援センター」事業

を推進します。 

ひとり親家庭の親を対象に、就業

に関する相談や技能習得講習会

の実施、就業情報の提供など、一

貫した就業支援サービスを実施

し、円滑な就職につなげます。 

また、在宅就業推進事業の実施を

検討していきます。 

就業相談 99 件

就業支援講習会 

パソコン初級講

座や介護職員初

任者研修など 4

講座 29 名受講

就業相談 72 件

就業支援講習会 

パソコン初・中級

講座、介護職員初

任者研修など 5

講座 55 名受講

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課 

就労支援講習会

の実施 

就労支援センターなど関係機関

と連携して、ひとり親家庭の方が

できるだけ有利に就職できるよ

う、就職時の基礎知識や心構えを

習得するセミナーを実施し、円滑

な就職につなげます。 

就労支援パソコ

ンと面接対策講

座 35 名参加 

日商 PC 検定講座

31 名参加 

ＭＯＳエクセル

2010 スペシャリ

スト対策受験対

策 16名参加 

スマートフォン

サイト作成講座

13 名参加 

日商ＰＣ検定デ

ータ活用 3級受

験講座 16名参加

経済部労働

雇用政策室 
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母子家庭自立支

援教育訓練給付

金事業の実施 

教育訓練給付講座を受講した場

合に受講料の一部を補助し、就業

を支援します。（雇用保険の教育

訓練給付制度の受給資格を有し

ない方） 

自立支援教育訓

練給付金 

11 件 151,528 円

自立支援教育訓

練給付金 

4 件 61,842 円 

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課 

高等技能訓練促

進費事業の実施 

経済的自立に効果的な資格（看護

師や介護福祉士など）を取得する

ために２年以上修業する場合、一

定の期間修業中の生活の負担を

軽減することを目的として補助

をします。 

高等技能訓練促

進費 59 件 

66,734,000 円 

修了一時金 19件

875,000 円 

高等職業訓練促進

給付金 46 件 

47,421,000 円 

高等職業訓練修了

支援給付金 23 件

1,025,000 円  

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課 

 ②ひとり親家庭の母親、父親、寡婦の雇入れの促進 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

若年者等トライ

アル雇用支援金

の活用促進 

国（ハローワーク）はトライアル

雇用奨励金制度により、母子家庭

の母親などの雇入れを促進して

おり、本市においても、事業所に

対して、若年者等トライアル雇用

支援金制度により補助しており、

母子家庭の母親などの雇入れを

促進するよう働きかけます。 

15 事業所 25 件 

1,379,000 円（母

子家庭は 0件） 

8 事業所 10 件 

527,000 円（母子

家庭は 0件） 

経済部労働

雇用政策室 

プログラム策定

事業の実施 

児童扶養手当受給者の自立を促

進するために、個々の児童扶養手

当受給者の状況などに対応した

自立支援プログラムを母子自立

支援員が策定し、母子家庭等就

業・自立支援センター事業等の活

用やハローワークなどの関係機

関との連携を図りながら、きめ細

やかで継続的な自立・就労支援を

実施します。 

プログラム策定

件数 14 件 

プログラム策定

件数 7件 

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課・福

祉事務所 

 ③就業の促進に対する総合的サポートの推進 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 
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ハローワークな

どの関係機関と

の連携強化 

求人情報の迅速・円滑な提供と、

効果的な指導が受けられるよう、

母子自立支援員、就労支援センタ

ーやハローワークなど、就業にか

かわる関係機関との連携を強化

し、雇用の促進に努めます。 

（労働雇用政策

室） 

ハローワーク・商

工会議所と事務

事業の打ち合わ

せを実施し、連携

強化に努めた。 

（子ども家庭課）

東大阪市母子家

庭等自立支援連

絡調整会議を開

催（ハローワーク

職員、母子自立支

援員が出席） 

（労働雇用政策

室） 

ハローワーク・商

工会議所と事務

事業の打ち合わ

せを実施し、連携

強化に努めた。 

（子ども家庭課）

東大阪市母子家

庭等自立支援連

絡調整会議を開

催（ハローワーク

職員、母子自立支

援員が出席） 

経済部労働

雇用政策室 

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課 

ワークサポート

事業の実施 

障がい者、母子家庭の母、中高年

齢者等で、就労意欲がありなが

ら、さまざまな阻害要因を抱えて

いるため就労できない就労困難

者等に対して就労支援を行いま

す。 

相談件数 273 件 

うち、母子家庭の

母の就労相談件

数 2件 

うち、母子家庭の

母の就労者数 0

件 

相談件数 325 件 

うち、母子家庭の

母の就労相談件

数 2件 

うち、母子家庭の

母の就労者数 0

件 

経済部労働

雇用政策室 

子育てと仕事の

両立を可能にす

る雇用環境の整

備 

ひとり親家庭の親が安心して子

育てと仕事の両立ができるよう

に、性別によって差別されること

なく、男女が働きやすい職場環境

づくりに向けた啓発を行います。

（労働雇用政策

室）

子育て支援、ワ

ーク・ライフ・

バランスに関す

る啓発を実施。

（労働雇用政策

室）

子育て支援、ワ

ーク・ライフ・

バランスに関す

る啓発を実施。

経済部労働

雇用政策室 

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課 

CSR 経営表彰 母子家庭の母親の就業促進に理

解があり、母子家庭の母親が継続

的に就業可能となっているなど、

職場環境が良好で他の模範とな

る事業所を表彰します。 

CSR経営表彰のう

ち、雇用部門にお

ける母子家庭の

母の雇用推進に

関する表彰は 0

件。 

CSR経営表彰のう

ち、雇用部門にお

ける母子家庭の

母の雇用推進に

関する表彰は 0

件。 

経済部経済

総務課 
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２）子育てや生活面の支援 

 ①保育サービスの充実 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

保育所への優先

入所 

未就学児のいるひとり親家庭の

親が安心して就業や求職活動を

行えるよう、保育所入所の優先

度を高めます。 

新規入所 1,820

人中ひとり親家

庭 284 人（平成

25 年 4 月 1 日時

点） 

新規入所 1,983

人中ひとり親家

庭 260 人（平成

26 年 4 月 1 日時

点） 

子どもすこ

やか部子ど

も応援課 

延長保育事業の

充実 

ひとり親家庭の親が仕事と子育

ての両立ができるよう、延長保

育事業の充実に努めます。 

利用児童数 

64,536 人 

利用児童数 

66,433 人 

子どもすこ

やか部子育

て支援課・保

育室 

一時預かり事業

の拡充 

求職活動をするひとり親家庭の

親が利用しやすいよう事業の拡

充を検討します。 

利用児童数 

15,689 人 

利用児童数 

15,303 人 

子どもすこ

やか部子育

て支援課・保

育室 

病児・病後時保育

事業の充実 

子育てと就労支援の一環とし

て、保育所（園）や幼稚園に通

所している児童もしくは、小学

校１年生から３年生までの児童

が、病気などの「回復期」もし

くは、「回復期に至らない場合」

で集団保育が困難な場合、児童

をお預かりし保育や看護を行い

ます。 

利用児童数 

2,238 人 

利用児童数 

2,307 人 

子どもすこ

やか部子育

て支援課・保

育室 

留守家庭児童育

成クラブの充実 

小学校低学年（１～３年生）を

対象とし、放課後に就労等で保

護者が家庭にいない児童を預か

り、健全な育成を図ります。 

在籍児童数 

2,703 人（平成 25

年 5 月現在） 

在籍児童数 

2,723 人（平成 26

年 5 月現在） 

社会教育部

青少年ｽﾎﾟｰﾂ

室 

 ②家庭での養育を支えるサービスの充実 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

日常生活支援事

業の充実 

ひとり親家庭の親が一時的なけ

がや病気、冠婚葬祭、就職活動

などで、一時的に生活援助・保

育などのサービスが必要になっ

たとき家庭生活支援員（ヘルパ

派遣回数 19 回

派遣時間 136時

間 

派遣回数 54 回

派遣時間 352時

間 

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課 
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ー）を派遣し、生活の安定を図

ります。 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業の実施 

仕事と家庭の両立を支援するた

め、子育ての援助が必要な人と

援助ができる人が会員となり、

相互の扶助活動を支援します。 

依頼会員 323 人 

援助会員 148 人 

両方会員 62 人 

利用回数 2,587

回 

依頼会員 323 人 

援助会員 147 人 

両方会員 56 人 

利用回数 3,110

回 

子どもすこ

やか部子育

て支援課 

子育て短期支援

事業の実施 

保護者が病気、出張、事故など

（ショートステイ）、仕事のた

め帰宅が常に夜間にわたるなど

（トワイライトステイ）、一時

的に家庭において子どもの養育

が困難になった場合、児童養護

施設等で子どもを預かります。 

ショートステイ

39 人利用、延 271

日 

トワイライトス

テイ 0人利用 

ショートステイ

31人利用、延 265

日 

トワイライトス

テイ 0人 

子どもすこ

やか部子ど

も見守り課 

小地域ネットワ

ーク活動事業の

充実 

地域の高齢者、障害者(児)、及

び子育て家庭など、支援を必要

とする人が安心して生活できる

ように、小地域（おおむね小学

校区）を単位とする地域住民に

よる「支え合い」「助け合い」

活動を展開し、あわせて地域に

おける福祉の啓発と住みよい福

祉のまちづくりを進めます。 

子育て中の親に

対する個別援助

活動 延 1,284

回 

グループ援助活

動（子育てサロ

ン）の参加者 延

20,646 人 

子育て中の親に

対する個別援助

活動 延 1,202

回 

グループ援助活

動（子育てサロ

ン）の参加者 延

12,321 人 

福祉部福祉

企画課 

③子ども自身へのサポート 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

スクールカウン

セラーの活用 

高度な専門知識・経験を有する

スクールカウンセラーを全市立

中学校・日新高等学校に配置し、

市立の幼稚園・小学校・中学校・

高等学校の子どもたち及び保護

者に対応します。 

学校園のいじめや不登校など、

子どもを取り巻く課題への対応

及び、子育てに不安を抱える保

護者に対して、教育相談機能の

充実を図ります。 

全中学校にスク

ールカウンセラ

ーを配置。 

ｶｳﾝｾﾗｰ相談回数 

・児童生徒より延

2,920 回  

・保護者より延

1,868 回 

・教員より 延

7,672 回 

・全中学校および

日新高等学校に

スクールカウン

セラーを配置。 

ｶｳﾝｾﾗｰ相談回数 

・児童生徒より 

延 2,162 回  

・保護者より延

1,668 回 

・教員より

延 5,400 回 

学校教育部

学校教育推

進室 
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・全 26 ブロック

において、幼小中

連携による長欠

不登校対策ブロ

ック会議を開催。

スクールソーシ

ャルワーカーの

活用 

高度な専門知識・経験を有する

スクールソーシャルワーカーを

必要に応じて学校園に派遣しま

す。 

福祉的な視点で、子どもに関わ

るすべての背景や状況を視野に

いれて分析し、関係機関と調

整・連携等を進めながら、子ど

もの取り巻く環境の改善を図り

ます。 

・４小学校を拠点

校としてスクー

ルソーシャルワ

ーカーを配置。 

・ケース会議等の

ためスクールソ

ーシャルワーカ

ーを派遣。（いじ

め・不登校・虐待

等） 

・不登校総合対策

事業において、全

26 ブロックにお

いて、幼小中連携

による長欠不登

校対策ブロック

会議を開催。派遣

要請に応じてス

クールソーシャ

ルワーカーが参

加。 

・４小学校を拠点

校としてスクー

ルソーシャルワ

ーカーを配置。 

・ケース会議等の

ためスクールソ

ーシャルワーカ

ーを派遣。（いじ

め・不登校・虐待

等） 

・不登校総合対策

事業において、全

26 ブロックにお

いて、幼小中連携

による長欠不登

校対策ブロック

会議を開催し、ス

クールソーシャ

ルワーカーを派

遣。 

学校教育部

学校教育推

進室 

子ども専用電話

相談の実施 

子ども専用電話相談ダイヤル

（「いじめ・悩み１１０番」）

を設け、子どもがいじめその他

の悩みを直接相談できる機会を

作り、早期の発見、早期の対応

の充実を図ります。 

平成 25 年度「い

じめ・悩み 110

番」受付件数 52

件（うち、ひとり

親家庭件数は不

明） 

平成 26 年度「い

じめ・悩み 110

番」受付件数 39

件（うち、ひとり

親家庭件数は不

明） 

教育センタ

ー 
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３）養育費確保の促進 

 ①養育費の取り決めの推進 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

法律相談の実施 養育費の取得について弁護士に

よる相談事業を実施します。 

相談 2,516 件 

うち離婚に関す

る相談 323 件 

うち親権・扶養料

に関する相談 

51 件 

相談 2,321 件 

うち離婚に関す

る相談 326 件 

うち親権・扶養料

に関する相談 

57 件 

市長公室市

政情報相談

課 

「女性のための法律相談」のな

かで、離婚、養育費に関する相

談にも対応します。 

法律相談件数 66

件（離婚に関する

相談含む） 

法律相談件数 69

件（離婚に関する

相談含む） 

人権文化部

男女共同参

画課 

母子家庭等就業 

・自立支援センタ

ー事業としての

養育費相談の実

施 

母子家庭等の養育費の確保のた

め、養育費に関する専門知識を

有する相談員を設置し、養育費

に関する相談や情報提供を行い

ます。 

相談延件数 39件

（母子 37件、父

子 2件） 

相談内容 

養育費の取り決

め方法、離婚・親

権など 

相談延件数 39件

（母子 39件、父

子 0件） 

相談内容 

養育費の取り決

め方法、離婚・親

権など 

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課 
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４）経済的な支援 

 ①基本的な生活への支援 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

児童扶養手当 父母の離別や死亡などにより児

童を養育している父母などに支

給します。 

年度末受給者数 

5,838 人 

年度末受給者数 

5,693 人 

市民生活部

国民年金課 

児童手当 中学校修了前の子どもを養育し

ている人に支給します。 

年度末受給者数 

38,885 人 

年度末受給者数 

38,041 人 

市民生活部

国民年金課 

ひとり親家庭医

療費の助成 

ひとり親家庭の生活の安定と児

童の健全な育成を図るため、児

童扶養手当、遺族年金などを受

けている、もしくはそれに準ず

る基準を満たすひとり親家庭の

医療費の自己負担分の一部を助

成します。 

121,136 件 122,928 件 市民生活部

医療助成課 

 ②生活の向上と安定のための貸付 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

母子寡婦福祉資

金の貸付 

生活の安定と向上を目的として

無利子または低金利で就学支度

資金、技能習得資金、生活資金、

住宅資金など 12資金の貸付を行

います。 

新規貸付 59 件 

34,364,200 円 

継続貸付 74 件 

59,618,200 円 

新規貸付 68 件

37,774,500 円 

継続貸付 66 件

54,519,175 円 

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課・福

祉事務所 
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５）相談機能や情報提供の充実 

 ②相談機能の充実と連携 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

母子自立支援員

による相談活動

の推進 

各福祉事務所に配属された母子

自立支援員が、母子寡婦福祉資

金の貸付などの手続き業務をは

じめ、住宅や生活、子育ての問

題、就業相談・支援、離婚・離

婚前相談など、ひとり親家庭に

対して自立に必要な情報提供や

相談にあたります。 

相談件数 1,429

件 

相談件数 1,679

件 

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課・福

祉事務所 

地域における相

談機能の充実 

地域における民生委員・児童委

員、主任児童委員、母子福祉推

進委員、コミュニティソーシャ

ルワーカーが、ひとり親家庭の

抱える悩みについて相談に応

じ、各種サービスの紹介など関

係機関と連携して見守っていき

ます。 

ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

相談件数 

1,247 人 31,776

件 

うち、子育て子ど

もの教育に関す

ること 618 件 

母子福祉推進委

員による相談件

数 61件 

ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

相談件数 

1,332 人 47,636

件 

うち、子育て子ど

もの教育に関す

ること 763 件 

母子福祉推進委

員による相談件

数 50件 

福祉部・福祉

企画課 

子どもすこ

やか部子ど

も家庭課 
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 ６）母子寡婦福祉団体等との連携強化 

 ①母子寡婦福祉団体との連携強化、団体活動への支援 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

母子寡婦福祉団

体の活動への支

援と連携 

母子寡婦福祉団体の特性を活か

した活動に対して適切な支援を

行うとともに、必要に応じて協

働していきます。 

東大阪市母子寡

婦福祉会に補助

金を交付。

東大阪市母子寡

婦福祉会に補助

金を交付。

子どもすこや

か部子ども家

庭課 

②関係機関の連携 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

関係機関の連携

強化 

福祉事務所、母子自立支援員、

教育委員会、ハローワーク、母

子家庭等就業・自立支援センタ

ーなどの職員がひとり親家庭の

自立促進支援を進めるため、連

絡会議などを通じて情報交換を

行い、一層の連携を図ります。 

東大阪市母子家

庭等自立支援連

絡調整会議を開

催（ハローワーク

職員、母子自立支

援員が出席） 

東大阪市母子家

庭等自立支援連

絡調整会議を開

催（ハローワーク

職員、母子自立支

援員が出席） 

子どもすこや

か部子ども家

庭課 

③当事者間の交流への支援 

施策名 内     容 ２５年度 

事業実績 

２６年度 

事業実績 

所管課 

ひとり親家庭の

交流の支援や自

助グループの育

成 

母子寡婦福祉団体や男女共同参

画センター・イコーラムと連携

し、ひとり親家庭が定期的に集

い、情報交換や交流、相談など

ができるよう活動を支援しま

す。 

「シングルマザ

ーパワーアップ

のつどい」をイコ

ーラムで実施。9

名参加。 

「シングルマザ

ーパワーアップ

のつどい」をイコ

ーラムで実施。6

名参加。 

子どもすこや

か部子ども家

庭課 


